
平成１９年度決算に基づく健全化判断比率等について

平成20年9月
高知県総務部財政課

○「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成１９年６月制定）の概要

Ⅰ　健全化判断比率の公表等 

①実質赤字比率（一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率）
②連結実質赤字比率（全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率） 
③実質公債費比率（一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率）
④将来負担比率（公営企業、出資法人等を含めた普通会計の実質的負債の標準財政規模に対する比率） 

Ⅱ　財政の早期健全化 

１財政健全化計画 

２財政健全化計画の策定手続等 

３国等の勧告等 

Ⅲ　財政の再生 

１財政再生計画 

２財政再生計画の策定手続、国の同意等 

○財政再生計画は、総務大臣に協議し、その同意を求めることができる。 

３地方債の起債の制限 

４地方財政法第５条（地方債の制限）の特例 

５国の勧告、配慮等 

Ⅳ　公営企業の経営の健全化 

Ⅴ　その他 

○再生判断比率（Ⅰ①～③）のいずれかが財政再生基準以上の場合には、財政再生計画を定めなければ
　ならない。

■地方公共団体（都道府県、市町村及び特別区）は、毎年度、以下の健全化判断比率を監査委員の審査に付
　した上で、議会に報告し、公表しなければならない。

○健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上の場合には、財政健全化計画を定めなければ
　ならない。

○財政健全化計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大臣・都道府県知事へ
　の報告、全国的な状況の公表等の規定を設ける。また、毎年度、その実施状況を議会に報告し、公表
　する。

○財政健全化計画の実施状況を踏まえ、財政の早期健全化が著しく困難であると認められるときは、総
　務大臣又は都道府県知事は、必要な勧告をすることができる。

○財政再生団体の財政の運営が計画に適合しないと認められる場合等においては、総務大臣は、予算の変
　更等必要な措置を勧告できることとする。
○再生振替債の資金に対する配慮等、財政再生計画の円滑な実施について、国及び地方公共団体は適切な
　配慮を行う。

○公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度、公営企業ごとに資金不足比率を監査委員の審査に付した
　上で議会に報告し、公表する。これが経営健全化基準以上となった場合には、経営健全化計画を定めな
　ければならないこととし、Ⅱ２、３及びⅤと同様の仕組みを設ける。

○地方公共団体の長は、健全化判断比率のうちいずれかが早期健全化基準以上となった場合等には、個別
　外部監査契約に基づく監査を求めなければならない。

○財政再生計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表する。

○財政再生計画を定めている地方公共団体（財政再生団体）は、毎年度、その実施状況を議会に報告し、
　公表する。

○再生判断比率のうちのいずれかが財政再生基準である地方公共団体は、財政再生計画に総務大臣の同意
　を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を除き、地方債の起債ができないこととする。

○財政再生計画に同意を得た財政再生団体は、収支不足額を振り替えるため、地方財政法第５条の規定に
　かかわらず、総務大臣の許可を受けて、償還年限が財政再生計画の計画期間内である地方債（再生振替
　特例債）を起こすことができる。

【法の施行時期について】
　平成19年度決算から・・・健全化判断比率・資金不足比率の算定、議会への報告、公表　など）
　平成20年度決算から・・・その他の規定（財政健全化計画等の策定、起債の制限、国等の勧告　など）



○健全化判断比率について

（単位：％）

※将来負担比率には財政再生基準なし

①実質赤字比率

　一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

百万円

百万円 各会計の決算額を単に合計したもの

百万円

百万円 およそ25億円の黒字

百万円

％ 実質赤字がない → 該当なし
※１　一般会計等：一般会計のほか、公営企業会計を除く特別会計が含まれる。
※２　四捨五入のため端数が合わないものがある。

②連結実質赤字比率

　全ての会計（一般会計等及び公営企業会計）を対象とした連結実質赤字額の標準財政規模に対する比率

連結実質赤字額＝（イ＋ロ）＞（ハ＋ニ）の場合の当該超える額

イ　一般会計等のうち実質赤字が生じた会計の実質赤字額の計 ・・・・ 実質赤字額なし

ロ　公営企業会計のうち資金不足が生じた会計の資金不足額の計 ・・・ 資金不足額なし

ハ　一般会計等のうち実質黒字が生じた会計の実質黒字額の計 ・・・ 百万円

ニ　公営企業会計のうち資金剰余が生じた会計の資金剰余額の計 ・・・ 百万円

連結実質赤字額がない → 該当なし

③実質公債費比率

　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率（３か年平均）
（単位：百万円）

Ａ　地方債の元利償還金(繰上償還額及び満期一括償還の元金分除く）

Ｂ　準元利償還金

Ｃ　特定財源

Ｄ　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

Ｅ　標準財政規模

単年の実質公債費比率{（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）}／（Ｅ－Ｄ）

実質公債費比率（３か年平均）
※　四捨五入のため端数が合わないものがある。

①

②

③

④

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

52,436

257,217

17.58169%

16.7%

51,936

259,047

16.61939%

51,611

261,906

15.97066%

H19

83,315

5,719

2,677

H18

82,561

5,185

2,549

H17

86,620

4,348

2,528

(1)歳入総額

(2)歳出総額

(3)翌年度に繰り越すべき財源

(4)実質収支額　(1)-(2)-(3)

■平成１９年度決算に基づき、健全化判断比率を算定した結果、下表のとおりいずれの指標についても早期
　健全化基準を下回る。

健全化判断比率 早期健全化基準

3.75

8.75

25.0

－

－

400.0

(5)標準財政規模

　 実質赤字比率　(4)/(5)

643,927

636,814

4,537

2,576

259,047

2,576

6,478

財政再生基準

5.0

15.0

35.016.7

194.8

－

将 来 負 担 比 率



④将来負担比率

　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

（単位：百万円）

Ａ　将来負担額

地方債残高

退職手当負担見込額

公営企業債等繰入見込額

県市病院企業団の地方債等償還のうち県負担分

土地開発公社（県・宿毛市）の負債等

設立法人等に係る県の損失補償付債務（森林整備公社等）

道路公社に係る事業完了後の債務残高見込額

債務負担行為に基づく支出予定額（共済組合住宅賃借料等）

競馬組合の累積債務のうち県負担分

Ｂ　充当可能財源等

基準財政需要額算入見込額

基金残高

その他充当可能特定財源

Ｃ　標準財政規模

Ｄ　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

将来負担比率　（Ａ－Ｂ）／（Ｃ－Ｄ）

○資金不足比率について

（単位：百万円・％）

資金不足比率の経営健全化基準：２０％

0

事業規模
（Ａ）

174

1,206

資金剰余額
（Ｂ）

0

0

資金不足額
（Ｃ）

21,157

259,047

51,936

0

0

0

00

0

特別会計名

工業用水道事業特別会計

電気事業特別会計

病院事業特別会計

法
適
用

10,054

563 －

0

－0

資金不足比率
（Ｃ）／（Ａ）

－

－

－

517,043

50,279

791,412

10,597

2,342

143,000

12,700

11,323

14,693

3,739

194.8%

2,233

588,479

992,039

■各公営企業における「資金不足比率」については、平成１９年度決算において資金不足を生じた公営企
　業はない。

法
非
適
用

流域下水道事業特別会計

港湾整備事業特別会計

流通団地及び工業団地造成事業特別会計 0

2,831

9,387 －



○指標についての考え方
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【参考】今後の財政収支の試算［暫定版］（H20.7推計）より

基金残高

財源不足額（△）

本県の早期健全化
基準の目安
（約97億円）

本県の財政再生基
準の目安
（約129億円）

実質赤字額（▲）

　実質公債費比率と将来負担比率については早期健全化基準を下回る結果となり、実質赤字比率、
連結実質赤字比率及び資金不足比率はそれぞれの会計で実質赤字がないため該当がありませんでし
た。
　該当のあった２つの指標については、当面これらの指標が大きく悪化することはないものと考え
ています。
　該当のなかった実質赤字比率については、今後の財政収支の試算で平成２３年度までは早期健全
化基準内での財政運営の目途が立っていることを先般お示ししています。

　なお、平成２４年度以降については、国において「骨太の方針２００８」に基づいた財政力格差
の是正などが行われない場合は、平成２４年度に早期健全化基準（約９７億円）を、平成２５年度
には財政再生基準（約１２９億円）を超える恐れもあります。

　こうした状況は全国の自治体でも同様の状況となっていることから、国の動向を注視しつつ、適
切な財政運営を行っていきます。
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